
 相模原市国民健康保険診療所条例及び相模原市立診療所条例の一部を改正する等

の条例をここに公布する。 

 

令和７年３月２６日提出 

 

相模原市長 本 村 賢 太 郎  

 

相模原市条例第１９号 

 

相模原市国民健康保険診療所条例及び相模原市立診療所条例の一部を改 

正する等の条例 

(相模原市国民健康保険診療所条例の一部改正) 

第１条 相模原市国民健康保険診療所条例(平成１７年相模原市条例第１１７号)の

一部を次のように改正する。 

  第２条の表中 

 「 

名   称 位   置 

                                    」 

 を 

 「 

名称 位置 

相模原市国民健康保険青野原診療所 相模原市緑区青野原２０１５番地２ 

」 

 に、 

 「 

相模原市国民健康保険内郷診療所 相模原市緑区若柳１２０７番地 

                                    」 

 を 

 「 

相模原市国民健康保険内郷診療所 相模原市緑区若柳１２０７番地 

相模原市国民健康保険藤野診療所 相模原市緑区小渕１６５６番地１ 

」 



 に改める。 

第４条第１項ただし書中「又は規則」を「、規則」に、「若しくは被扶養者、」

を「又は被扶養者」に改める。 

  第１１条を第２４条とする。 

  第１０条に次のただし書を加える。 

   ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

  第１０条を第１４条とし、同条の次に次の９条を加える。 

  (指定管理者による管理) 

第１５条 市長は、診療所の設置の目的を効果的に達成するため、地方自治法

(昭和２２年法律第６７号)第２４４条の２第３項の規定により、相模原市国民

健康保険青野原診療所及び相模原市国民健康保険藤野診療所(以下「指定管理

診療所」という。)の管理を法人その他の団体であって市長が指定するもの(以

下「指定管理者」という。)に行わせるものとする。 

(指定管理者の指定の手続) 

第１６条 市長は、前条の規定により指定管理者を指定するときは、同条に規定

する団体に対し、指定管理診療所の管理に関する業務の実施方法その他の事項

についての計画書(以下「事業計画書」という。)その他市長が必要と認める書

類の提出を求め、次に掲げる基準に適合していることを確認して当該団体を指

定管理者として指定するものとする。 

（１）事業計画書の内容が指定管理診療所の管理に関する業務の適正かつ確実な

実施のために適切なものであること。 

（２）事業計画書に沿った指定管理診療所の管理に関する業務の適正かつ確実な

実施に必要な能力を有するものであること。 

(その他の事項の規則委任) 

第１７条 前条に定めるもののほか、指定管理者の指定の手続等について必要な

事項は、別に規則で定める。 

(指定管理者が行う業務の範囲) 

第１８条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１）指定管理診療所における第４条第１項の診療及び指定管理診療所の居宅サ

ービスに関する業務 

（２）指定管理診療所の休診日を定めること(第５号に規定する業務の遂行上必



要と認められる場合に限る。以下この号において同じ。)、休診日を診療日

とすること及び診療時間等の変更に関する業務。ただし、指定管理診療所の

休診日を定め、休診日を診療日とし、又は診療時間等を短縮する変更をする

ときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

（３）指定管理診療所の利用の制限等に関する業務 

（４）指定管理診療所の入所の制限等に関する業務 

（５）指定管理診療所の施設等の維持管理に関する業務のうち、市長が別に定め

るもの 

（６）前各号に掲げるもののほか、指定管理診療所の管理上必要と認められる業

務で、市長が別に定めるもの 

(利用料金) 

第１９条 指定管理診療所において第４条第１項の診療又は居宅サービスを受け

た者は、指定管理者に対し、それらの利用に係る料金(以下「利用料金」とい

う。)を納付しなければならない。 

２ 第７条第１項各号の規定は、利用料金(居宅サービスを受けた者の利用に係

る料金を除く。)の額について準用する。この場合において、同項第２号及び

第４号中「市長が」とあるのは「、第１５条に規定する指定管理者が市長の承

認を得て」と、同項第３号中「額)」とあるのは「額)の範囲内において、第１５

条に規定する指定管理者が市長の承認を得て定める額」と読み替えるものとす

る。 

３ 利用料金(居宅サービスを受けた者の利用に係る料金に限る。)の額は、居宅

サービス費用基準算定額とする。 

４ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

 (利用料金の納付) 

第２０条 利用料金は、利用の都度納付しなければならない。ただし、指定管理

者は、規則で定める場合は、延納させ、又は分納させることができる。 

 (利用料金の減免) 

第２１条 前２条の規定にかかわらず、指定管理者は、規則で定めるところによ

り、利用料金を減額し、又は免除することができる。 

 (利用料金の不還付) 

第２２条 既に納付された利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、規



則で定めるところにより、その全部又は一部を還付することができる。 

(指定管理者の管理に係る読替え) 

第２３条 指定管理診療所の管理を指定管理者が行う場合において、第５条、第

６条及び第１２条から第１４条までの規定の適用については、第５条第１項第

４号中「市長」とあるのは「市長又は第１５条に規定する指定管理者」と、同

条第２項及び第３項、第６条、第１２条並びに第１３条中「市長」とあるのは

「第１５条に規定する指定管理者」と、第１２条各号列記以外の部分及び第１３

条中「診療所」とあるのは「同条に規定する指定管理診療所」と、第１２条第

１号から第３号までの規定中「診療所」とあるのは「第１５条に規定する指定

管理診療所」と、第１４条本文中「診療所」とあるのは「次条に規定する指定

管理診療所」と、「市長」とあるのは「同条に規定する指定管理者」とする。 

第９条の見出し中「制限」を「制限等」に改め、同条中「制限する」を「制限

し、又は中止させる」に改め、同条を第１２条とし、同条の次に次の１条を加え

る。 

(入所の制限等) 

第１３条 市長は、診療所の管理上適当でないと認められる者があるときは、そ

の入所を拒み、又は退所させることができる。 

第８条中「市長は、特別の理由があると認めるときは」を「前３条の規定にか

かわらず、市長は、規則で定めるところにより」に、「減免する」を「減額し、

又は免除する」に改め、同条を第１０条とし、同条の次に次の１条を加える。 

(使用料等の不還付) 

第１１条 既に納付された使用料等は、還付しない。ただし、市長は、規則で定

めるところにより、その全部又は一部を還付することができる。 

第７条中「診療を受けたとき、又は」を削り、同条ただし書中「市長が特別の

理由があると認めるとき」を「市長は、規則で定める場合」に改め、同条を第９

条とする。 

第６条第２号中「特別診断書」を「自動車損害賠償責任保険に関する診断書そ

の他記載事項がこれに類するもの」に改め、同条第５号ア中「５，２５０円」を

「５，５００円」に改め、同号イ及びウ中「４，２００円」を「４，４００円」

に改め、同号エ中「３，１５０円」を「３，３００円」に改め、同条に次の２号

を加える。 



（７）診察券(再交付の場合に限る。) １枚につき１５０円 

（８）前各号に定めのない文書 実費を基準として市長が定める額 

第６条を第８条とする。 

第５条第１項中「前条第１項に規定する」を「診療所(第１５条に規定する指

定管理診療所を除く。次項において同じ。)において第４条第１項の」に改め、

同項第２号を次のように改める。 

（２）消費税法(昭和６３年法律第１０８号)第６条第１項の規定により消費税を

課されないこととなる診療以外の診療を行ったときは、診療報酬の算定方法

に基づき算定した額に１００分の１５０を乗じて得た額の範囲内において市

長が定める額 

第５条第１項第３号中「往診距離に応じて市長が定める額」を「次に掲げる往

診距離の区分に応じて定める額(以下「往診料額」という。)に、往診料額に消費

税法第２９条の税率を乗じて得た額(以下「消費税額」という。)及び消費税額に

地方税法(昭和２５年法律第２２６号)第７２条の８３の税率を乗じて得た額を加

え た 額 (そ の 額 に １ ０ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 切 り 捨 て た 額 )」 に 改 め 、

同号に次のように加える。 

ア 片道２キロメートル以下の場合 ３００円 

イ 片道２キロメートルを超え、４キロメートル以下の場合 ４００円 

ウ 片道４キロメートルを超える場合 イの額に２キロメートル(２キロメ

ートル未満の端数があるときは、これを２キロメートルとする。)につき

３００円を加算した額 

第５条第２項中「前条第２項に規定する」を「診療所の」に改め、「算定した

額」の次に「(以下「居宅サービス費用基準算定額」という。)」を加え、同条を

第７条とし、第４条の次に次の２条を加える。 

(休診日) 

第５条 診療所の休診日は、次のとおりとする。 

（１）次の表の左欄に掲げる診療所について、それぞれ同表の右欄に掲げる日 

診療所 休診日 

相模原市国民健康保険青野原診療所 日曜日及び月曜日 

相模原市国民健康保険青根診療所 日曜日、火曜日、木曜日及び土曜日 

相模原市国民健康保険内郷診療所 日曜日、水曜日及び土曜日 



相模原市国民健康保険藤野診療所 日曜日及び月曜日 

相模原市国民健康保険日連診療所 日曜日及び土曜日 

（２）国民の祝日に関する法律(昭和２３年法律第１７８号)に規定する休日 

（３）１２月２９日から翌年の１月３日までの日(前号に掲げる日を除く。) 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が定める日 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは、休診日を診療日とす

ることができる。 

３ 市長は、第１項第４号の規定により休診日を定め、又は前項の規定により休

診日を診療日とするときは、あらかじめその旨を市民に周知するものとする。 

 (診療時間等) 

第６条 診療所の診療の受付時間及び診療時間(以下「診療時間等」という。)は、

次のとおりとする。ただし、市長が必要と認めるときは、これを変更すること

ができる。 

診療所 診療の受付時間 診療時間 

相模原市国民健康保険

青野原診療所 

午前８時３０分から午

前１１時３０分まで及

び午後３時から午後４

時３０分まで 

午前９時から正午まで

及び午後１時から午後

５時まで 

相模原市国民健康保険

青根診療所 

午前８時３０分から午

前１１時３０分まで及

び午後１時から午後４

時３０分まで 

午前９時から正午まで

及び午後１時から午後

５時まで 

相模原市国民健康保険

内郷診療所 

午前８時３０分から午

前１１時３０分まで及

び午後２時３０分から

午後５時３０分まで 

午前９時から正午まで

及び午後１時３０分か

ら午後６時まで 

相模原市国民健康保険

藤野診療所 

午前８時３０分から午

前１１時３０分まで及

び午後３時から午後４

時３０分まで 

午前９時から正午まで

及び午後１時から午後

５時まで 

相模原市国民健康保険 午前８時３０分から午 午前９時から正午まで 



日連診療所 前１１時３０分まで及

び午後１時から午後４

時３０分まで 

及び午後１時から午後

５時まで 

２ 市長は、前項ただし書の規定により診療時間等を短縮する変更をするときは、

あらかじめその旨を市民に周知するものとする。 

 (相模原市立診療所条例の一部改正) 

第２条 相模原市立診療所条例(平成２２年相模原市条例第５号)の一部を次のよう

に改正する。 

  第２条の表相模原市立青野原診療所の項及び相模原市立藤野診療所の項を削る。 

(相模原市立診療所条例の廃止) 

第３条 相模原市立診療所条例は、廃止する。 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

（１）次項の規定 公布の日 

（２）第３条の規定及び附則第５項の規定 令和９年４月１日 

(相模原市国民健康保険診療所条例の一部改正に伴う準備行為) 

２ 第１条の規定による改正後の相模原市国民健康保険診療所条例の規定による指

定管理者の指定に関し必要な手続その他必要な準備行為は、この条例の施行の日

(以下「施行日」という。)前においても行うことができる。 

 (相模原市国民健康保険診療所条例の一部改正に伴う経過措置) 

３ 施行日前の相模原市国民健康保険青根診療所、相模原市国民健康保険内郷診療

所及び相模原市国民健康保険日連診療所の利用に係る使用料及び手数料の取扱い

については、施行日以後も、なお従前の例による。 

(相模原市立診療所条例の一部改正に伴う経過措置) 

４ 施行日前の相模原市立青野原診療所及び相模原市立藤野診療所の利用に係る料

金及び手数料の取扱いについては、施行日以後も、なお従前の例による。この場

合において、これらの診療所の利用に係る料金に関する事務は、市長が行うもの

とする。 

(相模原市立診療所条例の廃止に伴う経過措置) 



５ 附則第１項第２号に掲げる規定の施行の日前の相模原市立千木良診療所の利用

に係る料金及び手数料の取扱いについては、同日以後も、なお従前の例による。

この場合において、当該診療所の利用に係る料金に関する事務は、市長が行うも

のとする。 

 


